
１．アメリカ

消費：消費は政策効果による下支えもあり、緩やかに持ち直し
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（兆ドル） （％）

（月）
（年）

貯蓄率（右軸）
12月：4.8％

実質個人消費支出
12月：前月比+0.1％

（備考）アメリカ商務省より作成。
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平均年間販売台数（99～08年）
1,644万台

（年率、万台）

1月：
1,078万台

自動車国内生産台数
１月： 787万台

（月）
（年）

戻し減税の
影響

○アメリカでは、失業率が10％近傍で推移するなど、引き続き深刻な
　状況にあるが、政策効果もあり、景気は緩やかに持ち直している。
○先行きについては、基調としては緩やかな持ち直しが続くと見込まれ
　る。ただし、信用収縮の継続や雇用の悪化等により、景気が低迷を
　続けるリスクがある。

自動車販売台数

7/1～8/25
自動車買換え
支援策の実施

（備考）1. アメリカ商務省、連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
　　　　2. ７月１日より、燃費の悪い中古車を下取りにして、低燃費の新車に買い換える者に対して
　　　　　 購入額の割引（3,500ドル（約34万円）又は4,500ドル（約43万円））を行う措置を実施。
　　　　   当初予算額は10億ドルとされていたが、８月６日に20億ドル増額し、30億ドルとした。
　　　　3．当措置は申込みの殺到により、８月25日で申請受付を終了した。実績は約68万台。

自動車販売台数は自動車買換え支援策終了の反動減後、持ち直し
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（前期比年率、％）

（備考）アメリカ商務省より作成。

（期）
（年）

政府支出
寄与

民間設備
投資寄与

在庫
寄与

純輸出
寄与

           ＧＤＰ（第一次推計値）：2009年10～12月期は
　　　　　　　　　　　　　　          　前期比年率5.7％成長

住宅投資
寄与

個人消費
寄与



-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

08 09

（億ドル、前月差）

回転信用残高
非回転信用残高

消費者
信用残高

130

150

170

190

210

1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6

03 04 05 06 07 08 09

ケース・シラー指数
（主要20都市、季節調整値）
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住宅着工件数
（年率換算）

中古住宅在庫販売比率
（右目盛）

新築住宅在庫販売比率
（右目盛）

12月：7.2か月

12月：8.1か月

１月：59.1万件
（前月比2.8％増）

住宅：住宅着工は低水準にあるものの、持ち直しの動き

消費者信用残高は11か月連続の減少

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
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現在指数

総合指数

将来指数

（備考）1．コンファレンス・ボードより作成。
　　　　2．「将来指数」は６か月後の見通し。

消費者信頼感指数は改善傾向

（備考）1．アメリカ商務省、全米不動産業者協会（ＮＡＲ）より作成。
　　　　2．在庫販売比率は、現在の住宅販売に対して何か月分の住宅在庫があるかを示す。

（月）
（年）

（月）
（年）

住宅価格指数は横ばい

（備考）スタンダード・アンド・プアーズより作成。

ケース・シラー指数
（主要20都市、原数値）

（月）（千件）

（月）
（年）

（1985年＝100）
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（年）

11



90

95

100

105

110

115

1 6 12 1 6 12 1 6 12 1 6 12 1

06 07 08 09 10

55

60

65

70

75

80

（月）
（年）

 鉱工業生産指数
（総合)
　前月比 12月：  0.7％
         １月：  0.9％
 (製造業）
　前月比 12月：▲0.1％
         １月：  1.0％

設備稼働率
（製造業、右目盛）
１月：69.2％

（備考）連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。（備考）アメリカ商務省より作成。
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(前期比年率、％)

ＩＴ投資寄与

（月）
（期）
（年）

ＩＴ以外の投資寄与

コア資本財受注
（前月比）

民間設備投資
09年Ⅳ：2.9％増

構築物投資寄与
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ＩＳＭ製造業景況指数 総合
１月：58.4

ＩＳＭ製造業景況指数
新規受注
１月：65.9

ＩＳＭ製造業景況指数は50を上回り、景気持ち直しを示唆

（備考）全米供給管理協会（ＩＳＭ）より作成。

（％）

（％）

（月）
（年）

設備投資：設備投資は下げ止まり 生産：生産は持ち直し
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（備考）アメリカ商務省より作成。

09年12月

出荷前年同月比
（％）

在庫前年同月比
（％）

07年７月

08年１月
08年７月

09年１月

（指数）
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07年12月の景気後退以来▲842万人

（月）
（年）

（備考）アメリカ労働省より作成。

１月
9.7％

雇用：雇用者数は減少幅が大幅に縮小しているが、失業率は10％近傍の
        高い水準

物価：コア物価上昇率は安定

（備考）1．アメリカ商務省より作成。
　　　　2．コア指数は、総合指数からエネルギーと食料を除いた指数である。

（前期比年率、％）

主要国際機関等による見通し
（前年比、％）

（備考）アメリカ商務省、アメリカ行政管理予算局（10年2月1日）、アメリカ議会
　　　　予算局（10年1月26日）、IMF "World Economic Outlook Update"（10年１
        月26日）、OECD "Economic Outlook 86"(09年11月19日）、ブルーチップ・
        インディケータ（10年2月10日号）より作成。
 

１月
▲2.0万人

非農業雇用者数
（前月差）

失業率
（右目盛）

ＰＣＥコア指数
＋1.5％

耐久財価格
▲0.8％

サービス価格
＋1.2％

ＰＣＥ総合指数
＋2.1％

非耐久財価格
＋6.5％

（前年同月比、％）（前月差、万人）

（月）
（年）

（前年同月比、％）

貿易：財輸出は増加している

(備考）アメリカ商務省より作成。
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OECD 2.5 2.5 2.5 2.6 2.7 2.9 3.2 3.4

ブルーチップ 2.8 2.8 2.8 3.0 3.0 3.2 3.3 3.2

2010年 2011年

2010年 2011年

2.7 3.8

2.2 1.9

2.7 2.4

2.5 2.8

上位10社 3.6 3.9

平均 3.0 3.1

下位10社 2.5 2.2

ブルーチップ
（民間見通し）
（2月10日）

行政管理予算局（ＯＭＢ）（２月１日）

議会予算局（ＣＢＯ）（１月26日）

ＯＥＣＤ(11月19日)

ＩＭＦ（１月26日）



●政策金利・信用緩和策・流動性供給策の推移

2010年２月10日に公表された、金融政策及び金融システム安定化策の出口
戦略に関するバーナンキＦＲＢ議長の議会証言文は、以下の通り。
　※短期金融市場の安定を背景に、危機後の流動性供給策の大半は既に
　　終了。
＜出口戦略＞
　①連銀窓口貸出の正常化に向けて、貸出期間の短縮や、ＦＦレートと
　　連銀が民間銀行へ貸出を行う時に適用される基準金利（公定歩合）
　　の差の拡大。
　②短期金利を上昇させるため、準備預金金利の引上げ。
　③ＦＲＢが保有証券を一定期間後に買い戻す条件つきで金融機関に売
　　る仕組み（リバース・レポ）の活用。
　④金融機関がＦＲＢに資金を定期預金するような仕組みを検討。
　※①については10年２月18日に実施を発表。

●金融政策及び金融システム安定化策の出口戦略

予算教書の前提となっている政府経済見通し

（前年比％、暦年）

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（出所）アメリカ行政管理予算局（ＯＭＢ）より作成。

2.7 3.8 4.3実質ＧＤＰ成長率 4.2 4.0 3.6 3.2 2.8 2.6 2.5 2.5

アメリカにおける財政再建に向けた取組（予算教書、10年２月１日公表）
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（備考）1．連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）より作成。
　　　　2．矢印は制度の実施期間を表す。

（月）
（年）

（％）

信
用
緩
和
策
・
流
動
性
供
給
策

政
策
金
利

異例の低金利が「更に長い期間
（ for an extended period）」妥当
となる公算が高いとコメント。

（月）
（年）

ＭＭＦから資産を買い取る特別目的会社への貸出
（ＭＭＩＦＦ、最大5,400億ドル）：08年10月～09年10月

ＡＢＳ保有者へ貸出
（ＴＡＬＦ、最大１兆ドル）：09年３月～10年６月

ＡＢＣＰ買取者への貸出（ＡＭＬＦ）：08年９月～10年２月

国債買取り
（最大3,000億ドル）：09年３月～09年10月

預金金融機関向けターム物国債貸出制度（ＴＡＦ）：07年12月～10年３月

プライマリー・ディーラー向けターム物国債貸出制度（ＴＳＬＦ）：08年３月～10年２月

プライマリー・ディーラー向け連銀窓口貸出制度（ＰＤＣＦ）：08年３月～10年２月

ＭＢＳ等買取り
（最大１兆4,250億ドル）09年１月～10年３月

ＣＰ買取り（ＣＰＦＦ）：08年10月～10年２月

終了

終了

（１）連邦財政見通し
・2011年度の財政収支の見通しは、▲1兆2,670億ドル(ＧＤＰ比▲8.3％)
・３年連続で財政赤字が１兆ドルを上回る見通し

（２）財政再建の目標
・2015年度までに連邦政府の基礎的財政収支(2009年度：ＧＤＰ比▲8.6%)
　を均衡
　※2月18日に、大統領令により、目標達成のための具体策を検討する
　　超党派の「財政責任と財政改革に関する国家委員会」を創設
・大統領の任期終了（13年1月）までに、ブッシュ政権から引き継いだ
　連邦財政赤字（1.3兆ドル）を半減

（３）財政再建に向けた取組
●歳出削減及び歳入拡大措置
・安全保障を除く裁量的歳出の伸びを今後３年間凍結
・資産規模500億ドル以上の金融機関から金融危機責任負担金を徴収
・富裕層（年間所得25万ドル以上）に対する優遇税制措置の縮小　等
●業務の合理化
・政府における120以上の事業見直し、事業評価の厳格化
・不適切な支出の削減、不必要な契約の廃止　等

▲ 14,130
▲ 15,560

▲ 12,670

▲ 7,060 ▲ 7,520 ▲ 7,780 ▲ 7,780 ▲ 7,850
▲ 9,080
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▲ 8,280 ▲ 7,270
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（実績） （見通し）

（9.9％）
（10.6％）

（8.3％）

（5.1％） （4.2％）
（3.9％） （3.9％） （3.9％）

（3.9％）
（3.7％） （3.6％）

（4.2％）

（備考）１．アメリカ行政管理予算局（ＯＭＢ）より作成。
　　　　 ２．カッコ内は、ＧＤＰ比。

連邦財政収支見通し （億ドル、年度）
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